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協会けんぽの保険料率据え置き
　中小企業の従業員の方たちを

中心とした健康保険を取り仕切

る全国健康保険協会（協会けん

ぽ）は、基 本 的 に、毎 年 １ 回、

３月分（４月納付分）から適用

される保険料率の見直しを行っ

ています。

平成 25 年３月分から適用される

保険料率については、一般保険

料率（都道府県単位保険料率）、

介護保険料率ともに、同年２月

分以前と同率に据え置くことと

されました。

①一般保険料率（都道府県単位保険料率）

②介護保険料率（40歳以上 65 歳未満の方）

保険料は、

標準報酬月額 × 上記の率になります

40 歳以上 65 歳未満の介護保険第２号被保険者は

標準報酬月額 ×（上記の率＋１．５５％）になります

計算して出た保険料の額を労使折半で負担します
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標
準
報
酬
月
額
と
は

残
業
量
や
昇
給
の
時
期

ど
う
や
っ
て
決
ま
る
？

社
会
保
険
料
の
決
定
方
法

社

Pick Up

で
適
用
す
る
標
準
報
酬
月
額

が
決
定
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

算
定
期
間
中
に
多
く
の
残
業

が
発
生
し
、
平
均
賃
金
額
が

他
の
時
期
よ
り
も
高
く
な
る

会
社
や
、
算
定
期
間
中
に
昇

給
が
あ
る
企
業
に
お
い
て

は
、
負
担
す
る
社
会
保
険
料

の
額
に
影
響
を
生
じ
る
可
能

性
が
あ
り
ま
す
。

　

特
に
、
厚
生
年
金
保
険
料

は
平
成
16
年
の
制
度
改
正
に

よ
っ
て
平
成
29
年
９
月
ま
で

毎
年
約
0.35
％
ず
つ
引
き
上
げ

ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る

た
め
、
昇
給
等
に
よ
ら
な
く

て
も
保
険
料
の
負
担
は
年
々

増
し
て
い
き
ま
す
。

　

不
必
要
な
残
業
を
控
え
た

り
、
業
務
の
進
め
方
を
見
直

し
た
り
、
昇
給
月
を
変
更
し

た
り
す
る
等
、
対
策
は
い
つ

で
も
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

　

健
康
保
険
や
厚
生
年
金
保

険
の
保
険
料
は
、
従
業
員
の

個
々
の
給
与
の
額
で
は
な

く
、
区
切
り
の
よ
い
幅
で
区

分
し
た
「
標
準
報
酬
月
額
」

に
基
づ
い
て
算
出
さ
れ
ま

す
。

　

こ
の
幅
が
「
標
準
報
酬
月

額
等
級
」
と
し
て
、
健
康
保

険
で
は
47
等
級
に
、
厚
生
年

金
保
険
で
は
30
等
級
に
分
か

れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
保

険
料
は
労
使
折
半
で
す
の

で
、
事
業
主
の
負
担
が
過
重

と
な
ら
な
い
よ
う
保
険
料
に

上
限
が
設
定
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
高
額
所
得
者
で
も
上
限

等
級
以
上
の
保
険
料
負
担
は

し
ま
せ
ん
の
で
、「
高
額
所

得
者
優
遇
」
に
な
ら
な
い
よ

う
、
政
令
で
、
最
高
等
級
の

上
に
等
級
を
追
加
す
る
こ
と

が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

標
準
報
酬
月
額
が
決
ま
る

方
法
と
し
て
、①
資
格
取
得

時
決
定
、②
定
時
決
定
、③
随

時
改
定
の
３
つ
が
あ
り
ま

す
。
新
入
社
員
等
は
①
に

よ
っ
て
決
定
さ
れ
ま
す
が
、

７
月
１
日
現
在
そ
の
会
社
に

在
籍
し
て
い
る
従
業
員
に
つ

い
て
は
②
に
よ
り
、
４
～
６

月
に
支
払
わ
れ
る
給
与
等
や

賞
与
の
賃
金
総
額
の
月
平
均

賃
金
額
を
基
準
に
標
準
報
酬

月
額
に
あ
て
は
め
て
、
そ
の

年
の
９
月
か
ら
翌
年
８
月
ま

で
の
１
年
間
の
標
準
報
酬
月

額
が
決
ま
り
ま
す
。
一
部
の

事
業
所
で
は
当
月
分
の
給
与

を
翌
月
中
に
支
払
う
こ
と
も

あ
る
の
で
、
そ
う
し
た
企
業

に
お
い
て
は
３
～
５
月
分
ま

で
の
賃
金
総
額
に
よ
っ
て
決

ま
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

定
時
決
定
に
よ
っ
て
そ
の

年
の
９
月
か
ら
翌
年
８
月
ま



雇用保険被保険者離職証明書の様式変更

 　平成 25 年 4 月 1 日より「改正高年齢者雇用安定法」が施行される

のに伴い、離職理由の欄を見直し、定年により離職する者について、

定年後の継続雇用に関する希望の有無等を記載する項目が新たに設

けられる等、所要の変更が行われます。

　また、当該離職者が定年後の継続雇用を希望していたにもかかわ

らず離職に至った経緯について、「a 就業規則に定める解雇事由又は

退職事由（年齢に係るものを除く。以下同じ。）に該当したため…」

「b 平成 25 年 3 月 31 日以前に労使協定により定めた継続雇用制度の

対象となる高年齢者に係る基準に該当しなかったため」「c その他…」

のいずれに該当するかを記載することとされています。

■様式改正の内容

 　新様式には、右下に「25.04‐新」と印字されており、それ以外の

者は旧様式となりますが、当面の間は旧様式も使用することができ

ます。しかしながら、旧様式には上記のように離職に至った詳しい

理由を記載する欄がありませんので、事業主が「具体的事情記載欄（事

業主用）」に記載する必要があります。

　具体的には、離職理由欄の「２ 定年、労働契約期間満了等による

もの（１）定年による離職（定年　歳）の横に○を付し、カッコ内

に定年年齢を記載したうえで、「定年退職（本人は継続雇用を希望し

たが、就業規則に定める解雇・退職事由に該当した）」のように記載

することとなります。

■様式改正後の旧様式の取扱い

 　例えば、60 歳定年の会社で 65 歳まで１年ごとの契約更新で 65 歳

までの再雇用制度が設けられていた場合で、更新基準を満たさない

ために期間満了で離職するときには「３ 労働契約期間満了等による

もの（２）労働契約期間満了による離職」に○を付し、契約期間や

更新回数、雇止め通知の有無等の必要事項を記載することとなりま

す。また、事業縮小等により契約更新することなく期間満了により

離職するときも同じように記載します。

　なお、これらの場合に提出する雇用保険被保険者資格喪失届の「５ 

喪失原因」は「２」を選択し、事業主の都合による離職以外の離職

となります。

■契約期間満了による離職のケースにおける取扱い

飲
酒
強
要
は
時
代
遅
れ
？

低
ア
ル
コ
ー
ル
飲
料
で
乾
杯

パ
ワ
ハ
ラ
防
止
規
程

飲
酒
強
要
は
パ
ワ
ハ
ラ

　

飲
酒
強
要
な
ど
の
パ
ワ
ハ

ラ
を
受
け
た
と
し
て
、
ホ
テ

ル
運
営
会
社
の
元
社
員
が
会

社
と
元
上
司
に
対
し
て
損
害

賠
償
な
ど
を
求
め
た
訴
訟
の

控
訴
審
判
決
で
、
東
京
高
裁

が
飲
酒
強
要
を
不
法
行
為
と

認
定
し
、
150
万
円
の
支
払
い

を
命
じ
た
と
の
こ
と
で
す
。

　

一
審
の
東
京
地
裁
判
決
で

は
、
元
上
司
の
別
の
行
為
に

つ
い
て
パ
ワ
ハ
ラ
に
該
当
す

る
と
し
て
70
万
円
の
慰
謝
料

が
認
め
ら
れ
ま
し
た
が
、
飲

酒
強
要
の
部
分
に
つ
い
て
は

「
上
司
の
立
場
を
逸
脱
し
、
許

容
範
囲
を
超
え
て
い
た
と
は

言
い
難
い
」
と
し
て
訴
え
が

退
け
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

　

近
年
、
パ
ワ
ハ
ラ
を
契
機

と
し
て
会
社
や
上
司
が
訴
え

ら
れ
る
事
件
が
テ
レ
ビ
等
で

取
り
上
げ
ら
れ
る
機
会
も
多

く
、
会
社
側
も
本
格
的
に
パ

ワ
ハ
ラ
防
止
規
程
の
策
定
に

取
り
組
ん
で
い
る
よ
う
で
す
。

　

仕
事
上
の
悩
み
は
今
も
昔

も
「
人
間
関
係
」
に
尽
き
る

よ
う
で
す
が
、
パ
ワ
ハ
ラ
訴

訟
な
ど
は
、
経
営
上
ま
っ
た

く
無
用
な
コ
ス
ト
で
す
。
日

頃
の
労
務
管
理
で
防
止
で
き

れ
ば
、
こ
ん
な
に
よ
い
こ
と

は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

事
業
戦
略
の
厳
し
さ
に
比

べ
れ
ば
、
パ
ワ
ハ
ラ
は
経
営

ト
ッ
プ
の
強
い
決
意
と
社
内

へ
の
会
社
目
標
の
十
分
な
浸

透
が
あ
れ
ば
、
事
件
に
発
展

す
る
確
率
は
限
り
な
く
低
く

で
き
る
も
の
だ
と
思
い
ま
す
。

　

最
近
は
酒
類
全
体
の
販
売

量
が
低
下
し
て
き
て
い
る
中

で
、
若
い
世
代
で
は
低
ア
ル

コ
ー
ル
の
飲
料
を
好
む
よ
う

な
傾
向
が
あ
り
ま
す
。
さ
ら

に
は
超
低
ア
ル
コ
ー
ル
飲
料

（
ア
ル
コ
ー
ル
度
数
３
％
以

下
）
の
商
品
が
目
立
つ
よ
う

に
な
り
、
世
代
の
移
り
変
わ

り
を
実
感
し
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
の
季
節
、
新
入

社
員
や
異
動
で
新
し
く
配
属

に
な
っ
た
社
員
を
交
え
た
ア

ル
コ
ー
ル
の
入
る
場
面
も
多

く
な
り
ま
す
。
今
年
は
若
者

に
交
じ
っ
て
超
低
ア
ル
コ
ー

ル
飲
料
の
新
し
い
味
わ
い
を

楽
し
ん
で
み
る
と
、
新
人
と

の
会
話
も
弾
む
か
も
し
れ
ま

せ
ん
。
会
社
の
管
理
責
任

云
々
以
前
に
、「
酔
っ
て
乱

れ
ず
」
の
先
輩
社
員
は
カ
ッ

コ
イ
イ
と
思
い
ま
せ
ん
か
？

※新様式の記入例（一部）です



最
近
の
労
働
関
係
の
裁
判
例
か
ら

多
数
の
労
働
組
合
員
解
雇

財
務
課
長
を
管
理
職
扱
い

　

神
戸
市
に
あ
る
鋼
管
メ
ー

カ
ー
を
解
雇
さ
れ
た
従
業
員

（
22
人
）
が
地
位
確
認
な
ど
を

求
め
る
訴
え
を
提
起
し
て
い
ま

し
た
が
、
神
戸
地
裁
は
「
解
雇

権
濫
用
の
た
め
無
効
で
あ
る
」

と
し
て
、
会
社
に
対
し
て
未
払

賃
金
の
支
払
い
を
命
じ
る
判
決

を
下
し
ま
し
た
（
２
月
27
日
）

こ
の
会
社
は
、
事
業
縮
小
を
理

由
と
し
て
平
成
23
年
６
月
に
工

場
勤
務
の
従
業
員
（
28
人
）
を

解
雇
し
ま
し
た
が
、
28
人
の
う

ち
26
人
は
労
働
組
合
員
だ
っ
た

そ
う
で
す
。
裁
判
官
は
判
決
で

「
他
部
署
へ
の
配
転
を
検
討
す

る
な
ど
、
解
雇
を
避
け
る
努
力

を
尽
く
し
て
い
な
い
」
と
指
摘

し
、
ま
た
、
解
雇
さ
れ
た
従
業

員
の
大
半
が
労
働
組
合
に
加
入

し
て
い
た
こ
と
が
「
明
ら
か
に

不
自
然
で
あ
る
」
と
し
ま
し
た
。

原
告
の
男
性
の1

人
は
、「
会

社
は
判
決
を
重
く
受
け
止
め
、

早
く
職
場
に
戻
し
て
ほ
し
い
」

と
話
し
て
い
る
と
の
こ
と
で

す
。

　

広
島
県
に
あ
る
私
立
大
学
の
元

財
務
課
長
（
57
歳
）
が
、
実
態
は

管
理
職
で
は
な
い
に
も
か
か
わ
ら

ず
管
理
職
と
し
て
扱
わ
れ
て
残
業

代
が
支
払
わ
れ
な
か
っ
た
と
し

て
、
大
学
側
に
対
し
て
未
払
賃
金

等
（
約
630
万
円
）
の
支
払
い
を
求

め
て
訴
え
を
提
起
し
て
い
ま
し
た

が
、
広
島
地
裁
は
「
時
間
外
手
当

の
支
給
対
象
外
と
な
る
管
理
監
督

者
に
は
該
当
し
な
い
」
と
し
て
、

学
校
側
に
対
し
て
約
520
万
円
の
支

払
い
を
命
じ
ま
し
た
（
２
月
27

日
）
。

　

訴
え
て
い
た
男
性
は
、
平
成
20

年
４
月
か
ら
平
成
21
年
３
月
ま
で

財
務
課
長
を
務
め
て
お
り
、
最
も

多
い
月
の
残
業
時
間
は
103
時
間
30

分
だ
っ
た
そ
う
で
す
。
裁
判
官
は

判
決
で
「
原
告
の
上
司
と
し
て
法

人
事
務
局
長
な
ど
が
置
か
れ
、
業

務
の
大
部
分
で
上
司
の
決
裁
が
必

要
で
あ
り
、
権
限
は
限
定
的
だ
っ

た
」
と
し
ま
し
た
。
ま
た
、
出
退

勤
時
間
等
に
関
す
る
裁
量
が
限
ら

れ
て
い
た
こ
と
な
ど
も
考
慮
さ

れ
、「
権
限
や
責
任
が
経
営
者
と

一
体
と
い
う
の
は
困
難
で
あ
る
」

と
さ
れ
ま
し
た
。

　

大
学
側
は
こ
の
判
決
に
不
服
の

た
め
、
控
訴
を
検
討
し
て
い
る
と

の
こ
と
で
す
。

まりいただき、新制度の説明会を実施いたしました。

　制度の改正が目前に迫り、みなさま真剣に受講さ

れていました。新たな制度導入により法人が益々活

性化されますよう、今後とも全力でお手伝いしてま

いります。　　　　　　　　　　　　（担当：中村）

　平成 25 年 4 月 1 日の

人事制度改正にむけて支

援させていただきました

佐賀の社会福祉法人に

て、約 300 名 の 職 員 の

方々に 6 回に分けてお集

人事制度職員全体説明会開催

桜が咲きました

代表上田が 56歳になりました

日　時：平成 25 年 3月 18 日～ 28 日
参加者：社会福祉法人　職員 300 名
講　師：上田正順・池田裕輔

　ずいぶん寒さが和らぎ、

事務所近くの桜が満開にな

りました。窓から見える優

しい桜色が心を和ませてく

れます。

　熊本には「熊本城」、球

磨郡の「市房ダム」、阿蘇

の「一心行の大桜」など名

所がたくさんありますの

で、花見を楽しみたいと思

います。　（担当：中村）

3 月 28 日に弊社代表　上田が 56 歳

になりました♪

お祝い隊長の東の『ハッピーバー

スディ！！！』とともに、いちご

たっぷりのケーキと、社長のイメー

ジにピッタリのピンクとシルバー

の素敵なネクタイをプレゼントし

ました！！

詳細はムービーがございま

すので、ご覧になりたい方

は是非是非弊社へお越しく

ださいませ♪

　　　　　（担当：倉田）

・一括有期事業開始届の提出（建設業）
　主な対象事業：概算保険料 160 万円未満でかつ請負
   金額が 1 億 9000 万円未満の工事
・3 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付

・給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

・労働者死傷病報告書の提出（休業 4 日未満の 1 月～ 3 月
  の労災事故について報告）
・預金管理状況報告
・健康保険印紙受払等報告書・雇用保険印紙保険料納付
  状況報告書提出
・3 月分の健康保険料、厚生年金保険料の納付
・固定資産税（都市計画税）の納付 ( 第 1 期 )
・2 月決算法人の確定申告・8 月決算法人の中間申告
・公益法人等の都道府県民税・市町村民税均等割申告
・5 月・8 月・11 月決算法人の消費税の中間申告
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お仕事カレンダー



最新情報 平成 25年度からの雇用関係助成金

～廃止されるもの～

～統廃合されるもの（旧から新に統廃合）※新の助成金等の名称は仮称～

事業主の方に対する雇用関係の各種助成金制度について、平成 25 年度から下記の変更が行われれる

予定です。詳細は順次発表されていくと思いますが、現状で廃止・統廃合が予定されているものを

紹介します。

・中小企業定年引上げ等奨励金 

・高年齢者職域拡大等助成金

・高年齢者労働移動受入企業助成金（※１） 

・受給資格者創業支援助成金

・実習型試行雇用奨励金 

・正規雇用奨励金

・両立支援助成金（中小企業子育て支援助成金部分）

・中小企業基盤人材確保助成金

・成長分野等人材育成支援事業（本体・移籍特例・

  県外高度訓練分） 

・３年以内既卒者トライアル雇用奨励金

・３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金

※１新しい助成金に移行予定

旧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新

・雇用調整助成金 

・中小企業緊急雇用安定助成金

・若年者試行雇用奨励金 

・日雇労働者試行雇用奨励金 

・中高年齢者試行雇用奨励金 

・季節労働者試行雇用奨励金 

・住居喪失不安定就労者試行雇用奨励金 

・試行雇用奨励金（母子家庭の母等、中国残留

  邦人等永住帰国者、ホームレス）

・地域求職者雇用奨励金 

・地域再生中小企業創業助成金

・中小企業人材確保推進事業助成金 

・介護労働環境向上助成金

・建設教育訓練助成金 

・建設雇用改善推進助成金

・重度障害者等多数雇用施設設置等助成金 

・特例子会社等設立促進助成金

・発達障害者雇用開発助成金 

・難治性疾患患者雇用開発助成金

・精神障害者雇用安定奨励金 

・職場支援従事者配置助成金

・雇用調整助成金

・試行雇用奨励金

・地域雇用開発奨励金

・中小企業労働環境向上助成金

・建設労働者確保育成助成金

・中小企業障害者多数雇用施設設置等助成金

・発達障害者・難治性疾患患者雇用開発助成金

・精神障害者等雇用安定奨励金

統廃合後の新しい助成金等の詳細（支給要件・助成額等）については、平成 25 年４月頃には明確になります。

非正規労働者のキャリアアップ支援、若年層の安定雇用の確保、高齢者の就労促進などを目的とする新しい

助成金を設ける予定があるようです。　追って情報をお伝えしていきます。

代表取締役　上田　正順

　「役」が「不足」なのですから、その人の力量より役目が軽いことです。

　謙遜する意味で「役不足ではございますが、本日の議長を務めさせ

ていただきます。」などとよく聞きますが、これでは自分の力量から

すると取るに足らない役目をいやいや引き受けたことになってしまい

ます。この場合は「力不足ですが」としましょう。

〒862-0949  熊本市中央区国府 1-13-5  2Ｆ
TEL  ：096-211-6055　FAX：096-211-6065
URL：http://brainstar.jp

間違いやすい慣用句：役不足


